（対象期間　令和３年４月１日～令和８年３月３１日）
事業者名　　　　　　　　　　　

（様式２）
過去５年の業務実績
➀同種業務　
	業務名
	発注者
	契約期間
	業務金額

	
	
	
	千円

	
	
	
	千円

	
	
	
	千円


注１：本市、又は他自治体での生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）第5条に基づく生活困窮者自立相談支援事業及び同法第7条第2項第1号に規定される生活困窮者居住支援事業（シェルター事業）、生活困窮者家計改善支援事業、生活困窮者就労準備支援事業並びに生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条の7に基づく被保護者就労支援事業及び被保護者就労準備支援事業の実績について記入してください。
②類似業務　
	業務名
	発注者
	契約期間
	業務内容
	業務金額

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	千円


注２：本市または他自治体において、生活又は就労の相談支援業務、若しくは類似の相談支援の実施実績があること。共同事業体の場合は、構成員のうちいずれか1社以上がこの要件を満たすこと。
　記入にあたっての注意
　　・過去5年以内の実績はすべてご記入ください。
　　・コンソーシアムの場合は、管理法人及び構成員の実績をそれぞれ提出してください。

　　・自治体からの委託または指定管理等の契約を伴わない支援活動は本実績に含みません。
　　・記入欄に収まらない場合は、欄を適宜追加してください。

